
大和市介護保険条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

平成３０年３月２９日 

                    大和市長 大 木  哲   

 

大和市規則第３１号 

大和市介護保険条例施行規則の一部を改正する規則 

大和市介護保険条例施行規則（平成１２年大和市規則第２５号）の一部を次のように改正する。 

第２条中「が法第２８条第６項の規定により調査を行わせる者に大和市要介護認定調査員証

（別記様式）」を「に対し、大和市要介護認定委託事業者証」に改め、同条に次のただし書を加

える。 

 ただし、市長が特に必要と認めたときは、この限りでない。 

第４条第１項第１号ただし書中「額をいう」を「合計所得金額をいう。ただし、租税特別措置法

（昭和３２年法律第２６号）第３３条の４第１項若しくは第２項、第３４条第１項、第３４条の２

第１項、第３４条の３第１項、第３５条第１項、第３５条の２第１項又は第３６条の規定の適用が

ある場合には、当該合計所得金額から介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）第３８条第

４項に規定する特別控除額を控除して得た額とする」に改める。 

第８条中「この規則」を「前項」に改め、同条を同条第２項とし、同条に第１項として次の１項

を加える。 

 この規則で使用する様式は別表のとおりとし、その内容は別に定める。 

附則第２項中「第５条第１項第１号」を「第４条第１項第１号」に改め、「の各号」を削り、

「もの」の次に「（第２号から第５号までに掲げるものにおいては、合計所得金額が６，３３０，

０００円未満の者に限る。）」を加え、「それぞれ当該各号に定める」を「平成３０年度分」に

改め、同項各号を次のように改める。 

(1) 原子力災害対策特別措置法（平成１１年法律第１５６号）第２０条第２項の規定による指

示に基づき設定された帰還困難区域、居住制限区域及び避難指示解除準備区域に住所を有し

ていた者 

(2) 平成２５年度以前に指定が解除された緊急時避難準備区域等（特定避難勧奨地点を含

む。）に住所を有していた者 

(3) 平成２６年度に指定が解除された避難指示解除準備区域等に住所を有していた者 

(4) 平成２７年度に指定が解除された避難指示解除準備区域に住所を有していた者 

(5) 平成２８年度及び平成２９年４月１日に指定が解除された居住制限区域等に住所を有して



いた者 

附則の次に次の別表を加える。 

 

 

 



別表（第８条関係）  

様式番号 様式の名称 関係条文 

第１号様式 大和市要介護認定委託事業者証 第２条 

 



別記様式を削る。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正後の附則第２項の規定は、平成３０年度分の保険料について適用し、平

成２９年度分以前の保険料については、なお従前の例による。 


